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【出生率比較が生み出した大きな誤算】 

 

2023 年 2 月末に厚生労働省より人口動態統計速報として 2022 年 12 月月報が公開され、2022 年の

出生数が 80万人割れとなったことが話題となった。ここで注意したいのは、人口問題は戦争や大災害

などの大きな人口欠損があった場合は例外として、単年度や直近数年の数値を比較分析してもあまり

意味のある数値とはならないということである。 

 

例えば 1人の 20代女性を例として考えてみよう。その女性が X年に全く出産しなかったとしても、

翌 X+1年に出産をすれば、その女性の生涯における出生数は 0から 1に一気に増加する。更に平均的

な出産間隔から、２年間隔で第 2子目を授かったとすると生涯の出生数は 2に増加する。出生率につ

いて誤解している方が非常に多いが、そもそも合計特殊出生率（以下、出生率）は女性 1人当たりの

生涯の出生数を表す指標である。その計算は、エリアに居住する女性が 15歳から 49歳の期間におい

て授かる 1人当たりの子どもの数を推計している。ゆえに、出生数や出生率は単年度や数年でその変

化を見ることにはあまり適していない。長いスパンで変化をみることで、出生力（人口維持力）に関

する正しい情報を得ることができる。 

 

また、繰り返しになるが、出生率はあくまでも女性 1人当たりが授かる子どもの数の指標である。

エリア全体で授かる総数を全く意味していない。従って、日本のように移民が極めて少ない（2％台1）

国であれば、出生率という女性 1人当たり指標の変化をもって出生数の総数の変化を推量してもほぼ

問題がないが、自治体のように女性が頻繁にエリア間で移動するような単位では、1 人当たりの出生

率の増加をもって「わがエリアの女性 1人当たりの子どもの数が増えた。だからエリア全体での総数

も増えている（はず）。少子化対策は成功している。」と結論づけることは早計だ。何故ならば、その
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エリアから女性人口が移動で純減している場合、1 人当たり女性の出生数が上がったとしても、出生

した子どもの総数では下落しているケースも多く、また、子どものいない独身女性がエリア外に出て

いったためにエリア内での既婚率が上がり、結果として 1人当たり指標の出生率まで上がってしまう

からである。 

 

日本の自治体における少子化政策において出生率を「出生数の合計指標」と誤って読み替えてしま

い、少子化対策の最終ベンチマークとする過ちが少なくない。そこで、このような誤解によって何が

起こっているのか、以下にランキングを示して誤解への気づきを促してみたい。 

 

【東京都は 2000年の 95％水準を維持して赤ちゃん数維持力首位を独走】 

 

2000 年と比較して 2021 年においてどの程度出生数が変化したか、都道府県ランキングで示したも

のが下図である（図表 1）。 
 

【図表1】2000年～2021年 都道府県別「出生数」維持力ランキング（％） 

 

資料：厚生労働省「人口動態調査」より筆者作成 ※小数点以下は四捨五入 

都道府県 2000年 2021年
2021/2000

出生数維持率
都道府県 2000年 2021年

2021/2000

出生数維持率

1 東京都 100,209 95,404 95% 24 長崎県 14,098 8,862 63%

2 沖縄県 16,773 14,535 87% 25 宮城県 22,154 13,761 62%

3 福岡県 47,290 37,540 79% 26 三重県 17,726 10,980 62%

4 熊本県 17,262 12,670 73% 27 北海道 46,780 28,762 61%

5 愛知県 74,736 53,918 72% 28 山口県 13,121 7,978 61%

6 滋賀県 14,087 10,130 72% 29 愛媛県 13,207 8,011 61%

7 鹿児島県 16,272 11,618 71% 30 栃木県 18,976 11,475 60%

8 神奈川県 82,906 58,836 71% 31 静岡県 35,794 21,571 60%

9 千葉県 55,318 38,426 69% 32 高知県 6,811 4,090 60%

10 岡山県 19,059 13,107 69% 33 徳島県 7,224 4,337 60%

11 宮崎県 11,037 7,590 69% 34 富山県 10,170 6,076 60%

12 埼玉県 66,376 45,424 68% 35 山梨県 8,374 4,966 59%

　 全　国 1,190,547 811,622 68% 36 長野県 21,194 12,514 59%

13 広島県 27,384 18,636 68% 37 茨城県 28,220 16,502 58%

14 大阪府 88,163 59,780 68% 38 奈良県 13,270 7,751 58%

15 島根県 6,522 4,415 68% 39  岐阜県 20,276 11,730 58%

16 大分県 10,910 7,327 67% 40 群馬県 19,445 11,236 58%

17 佐賀県 8,745 5,853 67% 41 和歌山県 9,566 5,514 58%

18 京都府 23,997 15,818 66% 42 新潟県 21,886 12,608 58%

19 鳥取県 5,645 3,708 66% 43 山形県 10,919 5,898 54%

20 兵庫県 54,455 35,581 65% 44 福島県 20,332 10,649 52%

21 福井県 8,036 5,223 65% 45 岩手県 12,410 6,472 52%

22 香川県 9,808 6,223 63% 46 青森県 12,920 6,513 50%

23 石川県 11,467 7,258 63% 47 秋田県 9,007 4,335 48%



 

 

3｜               ｜研究員の眼 2023-03-06｜Copyright ©2023 NLI Research Institute All rights reserved 

 

厚生労働省が公開している保健所統計で、全体出生率と年齢別出生率の相関を取れば明らかである

のだが、全体の出生率の高低を支配しているのは、20代から 30代までの女性の出生率の高低である。

10 代女性はほとんどが未婚で出産に関与していないので、全体出生率への影響はほぼない。また 40

代以上の女性も、大半が既婚者であり、産み終えている人口が主流である2ため、新規に赤ちゃんを授

かる割合が低いため統計的にみれば全体の出生率に影響力を持たない程度となる。 

 

そのため、エリアの出生数は、 

 

① そのエリアが抱える 20代から 30代前半の女性人口（ボリューム） 

② そのエリアにおける女性の 1人当たり出生力（出生率） 

 

により決定される。自治体によっては、②だけを測定しているケースがみられるが、これは誤りであ

る。そこで、①と②の総合力として生み出される赤ちゃん数について長期的な視点で 2000年から 2021

年の変化率を都道府県別に計算したものが上記ランキングとなっている。エリアが持つ出生数維持力

（エリア人口の維持力）を端的に示している。 

結果として、エリアが抱える 20代から 30代前半の女性人口数と、エリア女性の 1人当たり出生力

（出生率）が生み出す「赤ちゃん数維持力」の総合力において、東京都が 2位の沖縄県を 8ポイント

引き離して圧勝という形となった。コロナ禍中にありながらも、21年前の出生数の 95％を維持してい

ることがわかる。全国平均が 68%水準であることからも、東京都の出生数の維持力の高さが明確に示

されている。 

「出生率が最下位の東京都は、最も赤ちゃんが減っているエリアなのだろう」などと考えている読

者がいたとしたら、衝撃的な結果といえるだろう。むしろ赤ちゃん数の維持という点ではけん引役を

担っているのである。どうしてこんなことが起きているのだろうか。 

 

東京都では、バブル崩壊後の 1996 年に女性の転入超過が始まって以降、2022 年の昨年を含めて既

に 27 年間にわたり絶えることなく女性の転入超過が続いている。その規模は四半世紀で地方県 1 県

分にも匹敵する 90万人以上の女性人口が東京都に純増している。しかもその大半が 20代前半の就職

移動期の年齢であり、20 代前半のほぼ未婚の女性が地方から東京都に供給され続けているのである。 

 

合計特殊出生率の計算に最も影響を及ぼす年齢層に該当する独身女性が、毎年大量に東京都に送り

込まれるために、出生率の分母となる女性の独身割合は高まり、必然的に女性 1人当たりの出生力の

指標である出生率は、東京都の少子化対策とは無関係に低下することになる。 

従って、東京都の出生率の低さをもって「東京都の少子化対策が不十分」と批判するのは、出生率

の因果関係を完全に読み間違えているといえる。地方が東京都に若い独身女性を送り込む人口動態を

 
2 厚生労働省「人口動態調査」2021年において、30代までの母親からの出生数が 76万人となり、全体の 94％を占める。 
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ストップすることができるならば、東京都の出生率はそれだけで引き上がるからである（限界集落で

独身女性がエリア外に転出しただけで出生率が大きく上がることと、正反対の現象となる）。 

 

常に出生率が最下位の東京都よりも、あるいは全国平均よりも出生率が高い（2021 年では 35 エリ

アの出生率が全国平均以上）ことを根拠に「少子化対策はまだマシな方である」と考えてきたかもし

れないエリアが、赤ちゃん数の維持力でランキング下位に並んでいる様子がみてとれる（図表 2）。 

 

【図表2】2021年/2000年の出生数が60.00％未満のエリア（順位は図表1の順位）14エリア 

の中で2021年の合計特殊出生率が全国平均（1.31）以上あるエリアは 

11エリアにも達する 

 

34位 富山県 35位 山梨県 36位 長野県 39位 岐阜県 

40位 群馬県 40位 群馬県 41位 和歌山県 42位 新潟県 

43位 山形県 44位 福島県 46位 青森県 

※富山県は59.7％である 

 

資料：厚生労働省「人口動態調査」より筆者作成 

 

図表１における赤ちゃん数の維持力で下位にあるということは、すなわち、他のエリアよりも急激

に赤ちゃんが減っており、そのエリアの未来人口が他のエリアよりも急速に減少してゆくことを示し

ている。出生率に関係なく、東京都は統計的な結論から言えば日本において「非少子化ナンバーワン

エリア」である。 

 

【出生「数」をベンチマークとした地方少子化政策を】 

 

日本全体で考えるならば出生率で判断しても今のところ問題はないが3、都道府県レベルでの比較を

する場合は、女性人口の移動がエリアの出生数に与える影響が非常に大きくなっており、その結果、

出生率の高低のみで政策の効果に過大に自信をもったり、逆に自信を失ったりしてはエリアの少子化

政策の目標を完全に見失ってしまう。 

 

そもそも少子化対策とは、そのエリアに生まれる赤ちゃんをできる限り減らさない、もしくは増や

そうとする政策であることを再確認したい。 

そして、そのためには既婚女性にのみ「子育て支援」「妊活支援」を強いることが最優先ではないこ

とも改めて確認する必要があるだろう。 

日本における少子化は既婚女性 1人当たりの出生数の減少が大きいために起こっているのではない。

半世紀で 4割水準にまで出生数が減っているが、その出生数を生み出すカップル数が出生数と同様に

 
3 カナダのように人口の 2割以上を移民人口が占めるような国の場合は、出生率は独身女性人口を大量に受け入れれば必然

的に低下するので国家単位でも出生率は人口維持の最終ベンチマークとはならない。 
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4 割水準にまで減少していることが原因であり、出生率の計算対象となる女性数の減少の倍速でカッ

プル数が減少しているのだ。 

国家単位で言えばそれは「未婚化」というなんとも広義なイメージをもつ説明となるが、人口減少

が顕著な地方の視点で言うと「地元から結婚対象となる若い独身女性が出て行ってしまったので、そ

のようなエリアでは未婚化（カップル数激減）するのは当たり前」という非常にわかりやすいファク

ターとなる。 

 

地元エリアに住む女性が、就職期にエリア外に大規模に移動することにより発生している人口減少

について、今一度「女性という存在のライフデザインを『結婚して子どもを産み、家事をして介護も

する』人」という視点からのみ捉えて政策をたてていないか、改めて検証してほしい。特に女性流出

エリアはそのエリアの有する女性像のアンコンシャス・バイアスと戦うことが、少子化対策の 1丁目

1番地といえるだろう。 


